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空き家の実態および
その対応の在り方について

1．「空き家」の実態
　総務省「令和5年（2023年）住宅・土地統計調査」によると、2023年の空き家数は900万戸で
あり、前回調査の5年前と比べ51万戸の増加で過去最多、30年間でみると空き家数は約２倍に
増加し、空き家率も13.8％と過去最高となりました【図表1】。また空き家数のうち、「使用目的
のない空き家（※）」は385万戸となっており、前回調査の5年前と比べ37万戸の増加結果と
なりました。

　このように我が国において、空き家
は身近な問題として、「実家を相続
した」「一人暮らしの親が施設に入居
した」などの理由をきっかけに発生して
います。そして一度空き家になると、
「解体費用をかけたくない」「家財・荷物
を片付けられない」「将来自分や親族
が使うかもしれない」といった理由で
そのまま放置されてしまうケースが
多いようです。

２．「空き家」を放置するリスク
　空き家を放置してしまうと、様々な
リスクがあり【図表２】、地域や近隣の
方々に悪影響を及ぼす可能性も考慮
に入れる必要があります。どのような
事情であれ、所有者はきちんと管理
をする責任があります。

※：賃貸・売却用や二次的住宅（別荘など）を除いた長期にわたって不在の住宅など

」査調計統地土・宅住「局計統省務総：所出

■図表1 空き家数および空き家率の推移（1993年～ 2023年）
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「空き家の活用や適切な管理などに向けた対策が強化。トラブルになる前に対応を！」より抜粋　　　

■図表２ 空き家を放置した場合のリスク例
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3．国・行政等の取組みについて
　このような問題を解決するため、空家等対策の推進に関する特別措置法（通称「空家法」）
が2014年11月に公布されました。倒壊の危険性が高く周囲に著しく悪影響を及ぼす空き家
を市区町村が 特定空家 に指定。
所有者に指導や勧告を行い改善
を求め、それでも放置される空き家
は強制的に取り壊すなどの対応
が行われてきました。しかしながら、  
　特定空家 に指定後の対応では
限界があることから、空き家を放置
せずその活用や管理を一層進める
ため、改正「空家法」が2023年12月
に施行され、適切に空き家の管理が
行われていない 特定空家    “予備軍”
についても、 管理不全空家 として市区町村から所有者に指導・勧告を行う対象となりました
【図表３】。なお、国土交通省によると市区町村で把握している現存の 特定空家   は約２万戸
ですが、 管理不全空家 は12倍の約24万戸にのぼります。（国土交通省住宅局「空き家対策
の現状と課題及び検討の方向性」資料17ページ（令和4年10月））

　税制措置においては、固定資産税の住宅用地特例の解除について、市区町村の指導
に従わずに勧告を受けた場合に特例が解除される対象が、従来の  特定空家 だけでは
なく、 管理不全空家 も追加されています【図表４】。また、相続人が相続した空き家を一定の
要件を満たして譲渡した場合に、譲渡所得から3,000万円を特別控除できる特例について
も見直しされています。従来は空き家を譲渡する前に相続人である売主が空き家の耐震改修
の工事を実施するか、空き家を
除却（解体）して更地にする必要
がありましたが、2024年より売買
契約に基づき譲渡した後に買主
が耐震改修又は除却（解体）した
場合も特別控除を適用できるよう
拡充した上で、特例の期限も
2027年末まで延長されるなど、
空き家の除却（解体）・活用・適切
な管理を推進するための措置が
強化されています。

▶

出所：国土交通省HP　空き家対策特設サイト「空家法とは」を基に加工

■図表3 管理不全空家に対する措置の新設
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特定空家に加えて管理不全空家も指導・勧告の対象となりました。

▶

出所：国土交通省住宅局
「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」資料を基に加工

■図表4 固定資産税の住宅用地特例の解除

〈住宅用地特例の内容〉

1/6に減額 1/3に減額固定資産税の
課税標準

200m2以下の部分 200m2を超える部分区分

管理不全空家

特定空家

市区町村長から勧告を受けた特定空家の敷地について
固定資産税の住宅用地特例を解除。

市区町村長から勧告を受けた管理不全空家の敷地についても、
住宅用地特例を解除。
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４．「空き家」にしないために
　今回の「空家法」の改正では、所有者の責務も強化され、従来の「適切な管理の努力義務」
に加えて、「国、地方自治体の施策に協力する努力義務」が課されることになりました。そのため、
空き家になっても放置しないために「住まいの終活」についてご家族での話し合いが大切に
なってきます。もし、取り決めのないまま相続が発生すると、相続人同士では方針が決まり
にくく、放置されてしまう可能性もあります。空き家を引き継ぐ人を特定し、その人に管理や
処分を行ってもらうために、遺言書で受取人を指定しておくことも一つの方法です。

　また、空き家は放置される期間が長くなればなるほど、老朽化や損傷が進み、売買や賃貸
することも難しくなります。空き家の解体・改修を行う場合、地方自治体の補助金制度ほか
様々な支援策があります。空き家は放置せずに、「除却」（解体）・「活用」（賃貸等）するなど
対処方法については、早めに空き家のある市区町村の窓口、また不動産や相続の専門家に
ご相談いただくことをお勧めします。
※内容は2025年8月1日現在に適用されている法令・税制などに基づき記載しています。具体的な対策の実行にあたっては、
   税理士・弁護士などの専門家にご相談ください。


